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液化石油ガス法の基礎シリーズ
─液化石油ガス法の制定経緯と法令改正等の沿革─（第18回）

　一昨年実施いたしました「高圧ガス誌」の読者アンケートおける今後取り上げて欲しいテーマでは，「高圧ガス保安法
の基礎」，「液化石油ガス法の基礎」が上位でありました。加えてアンケートの自由記載欄でも法令に関するテーマの要
望が多かったので，2017年6月（Vol. 54 No. 6）より液化石油ガス法の基礎に関する連載をしています。
　第18回目となる11月号では，17回にわたって液化石油ガス法の制定経緯と法令改正等の沿革を述べてきた，当協
会　山川雅美氏が，これまで作成し説明をしてきた液化石油ガス法令の歴史資料を年譜に代えて用意いたしました。第
1部から第4部に分けそれぞれの時代背景を述べています。資料中，これまで本文で詳細な説明を加えてある事項につ
いては，（＊と番号）を付してその説明文が掲載されている高圧ガス誌の号とページ数を末尾に紹介していますので，必
要に応じ本文を参照していただきたいと思います。

第1回～第3回　液化石油ガス法の誕生まで（1）～（3）　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.54 No.6 ～ No.8

第4回　液化石油ガス法の制定理由と規制内容　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.54 No.9

第5回　簡易ガス事業の法制化とLPガスタンクローリ事故防止委員会発足　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.54 No.10

第6回　液化石油ガス法の運用開始は手探りで　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.54 No.11

第7回　LPガス消費者保安啓発活動の事業展開と安全器具の普及　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.54 No.12

第8回　液化石油ガス設備士制度，認定調査機関制度の創設等　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.1

第9回　�一酸化炭素中毒等事故の多発と特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律の制定及び液化石油ガス法施行規則の給
排気関係基準の強化　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.2

第10回　�地下街等の保安対策の策定等（静岡駅前ビル地下街のガス爆発事故を受けて）

　　　　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.3

第11回　�ヤマハレクリェーション㈱「つま恋」内レストランでガス爆発事故発生等→料理飲食店等に対する末端閉止弁等に対する
保安規制の強化等　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.4

第12回　�LPガスバルク供給システムの歩み（その1）関係業界の取組み　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.5

第13回　LPガスバルク供給システムの歩み（その2）LPガスバルク供給システム法制化に向けての動き

　　　　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.6

第14回～第15回　保安の高度化に伴う販売事業の許可制から登録制への移行，保安業務の新設等に係る液化石油ガス法改正の内容（1）～（2）

　　　　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.7 ～ No.8

第16回　LPガス保安指導委員・保安専門技術者による販売事業者等への保安指導事業の展開）

　　　　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.9

第17回　高圧ガス保安協会液化石油ガス研究所によるLPガスの保安に係る研究開発事業の実施

　　　　高圧ガス保安協会　山川雅美　　Vol.55 No.10
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高圧ガス保安協会

山川 雅美

液化石油ガス法令の歩み（年譜 1）

前号まで，17 回にわたって液化石油ガス
法の制定経緯と法令改正等の沿革を述べてき
たが，液化石油ガス法令の行政上の指導・運
用を行う場合や，LPガス事業者が実際に事
業を行う場合において，担当者がその歴史を
簡潔に概観することが必要な場合もあるので
はないかと常々考えているところである。
そこで，筆者が機会を得てこれまで作成し
説明をしてきた液化石油ガス法令の歴史に関
するパワーポイントによる資料をここにご紹
介し，いささかでもお役に立てればと思い，
以下の資料を年譜に代えて用意させていただ
いた。
LP ガスが我が国に初めて登場したのは，
1929（昭和 4）年，ドイツの飛行船「ツェッ
ペリン伯号」が初飛来したときに，その燃料
補給のためアメリカからプロパンガスを輸入
したときとされている。その後 LPガスが家
庭用燃料として本格的に普及し始めたのは，
昭和 20 年代後半とされている。したがって，
LPガスの歴史を述べるのはその時期からで
もいいといえるが，当初 LPガスの規制が「高
圧ガス取締法」によっていたことから，この

機会に，LPガスが登場する以前の，我が国
における高圧ガス全体の法令の歴史から俯瞰
することが，LPガスの歴史を語る上でも意
味のあることではないかと考え，全体像を含
む内容としている。
しかしながら，本稿はあくまでも液化石油
ガス法令の歩みを中心としたものであるた
め，1968（昭和 43）年に液化石油ガス法が
施行された後の歴史は当然 LPガスを中心に
記述しているので念のため。なお，表の作成
の都合上，日付が前後している場合があるの
であらかじめ承知しておいていただきたい。
また，目次において第 1部から第 4部に分
け，それぞれの時代背景を述べているが，こ
れはあくまでも筆者の個人的な見方，感想に
よるものであり，特段のオーソライズがなさ
れたものではないことを付記しておく。
なお，資料中，これまで本文で詳細な説明
を加えてある事項については，（＊と番号）
を付してその説明文が掲載されている高圧ガ
ス誌の号とページ数を末尾（次号に掲載）に
紹介しているので，必要に応じ本文を参照し
ていただきたい。
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 ３  第一次世界大戦起こる。 
 ４  液体空気製造始まる。（帝国酸素） 
 
 ７  液化塩素製造始まる。（保土谷化学） 
    第一次世界大戦終わる。 

明治時代 

大正時代 

 ４０ 天然炭酸ガスを原料とする液化炭酸ガス製造始まる。（日本麦酒鉱泉） 
    空気分離装置による酸素ガス製造始まる。（帝国酸素） 
 ４３ 窒素ガス製造始まる。（日本窒素） 
 ４４ 工場法（労働基準法の前身）公布（施行 大正５年） 
    （旧）電気事業法公布 
    酸素ガス製造開始（日本酸素）  
 ４５ 溶解アセチレンガス製造始まる。（大日本アガ瓦斯） 
    水素ガス製造始まる。（東京電気） 

第１部 

通商産業省の編集にかかる
出版物において、我が国最初
の高圧ガス事故としてこの事
故が紹介されている。 

６．５．１４ 酸素ガス容器破裂
事故発生（神戸市。死者２名） 

3

 
液化石油ガス法令の歩み 

 

明治40年～平成29年 
 

山川 雅美 

液化石油ガス法令の制定・改正の
経過及び各種保安対策等の概観 

 第１部  高圧ガスを規制する法律の誕生と法令・基準・体制等整備の時代 
             （明治４０年～昭和３８年） 
            ～我が国高圧ガス産業の黎明、圧縮瓦斯及液化瓦斯取締法誕生 
            から高圧ガス取締法への展開、ＬＰガスの登場と急速な普及、 
            高圧ガス保安協会の設立～ 

目 次 

第２部  業種業態に応じた法規制への進展、重大事故対応、液化石油ガス法 
           の誕生と規制強化の時代  （昭和３９年～昭和５０年） 
           ～取締法施行規則の分割、各種基準の整備と見直し、ＬＰガス消費 
            中事故、移動中事故、コンビナート等大規模事故対応～ 

   第３部  続発するＬＰガス消費者事故対応、液化石油ガス設備士制度の創設、特 
          監法の制定等消費者保安対策拡充の時代  （昭和５１年～平成８年） 
         ～立ち消え安全対策、埋設管腐食防止対策、地下街事故、つま 
          恋事故等重大事故への対応策等の展開～ 

第４部  液化石油ガス販売事業の許可制から登録制への移行、認定液化石油ガス 
       販売事業者制度、保安機関制度の創設、バルク供給システムの法制化等保 
       安高度化の時代  （平成９年～現在） 
          ～マイコンメーターの設置義務化、集中監視システムの普及等安全対策 
           の高度化、業務用施設におけるＣＯ中毒事故対応等～ 

1

2
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２４．６．２４ 川崎市のアンモニア合成工場 
       で大爆発事故発生（死者１７名） 

法所管 
＝通商産業省 

２８ ＬＰガス 一般家庭に 
   使用され始める。 

                 ２６．６．７   高圧ガス取締法公布 
                  ２６．１１．６  同法施行令公布 
                  ２６．１１．１４ 同法施行規則公布 
                  ２６．１２．６  同法施行 
 
２７．４．２８ サンフランシスコ講和条約発効 
 
 

２４．５．２５ 
 

商工省  通商産業省となる 

２８ この頃エ
アゾール出現 

  ２６．１２．６  
 圧縮瓦斯及液化 
 瓦斯取締法廃止 
  （新憲法に即応した法 
  体系の整備等の一環 
  としての全面改正） 

２５．６．２５ 
朝鮮戦争勃発 

２８．２．１ 
テレビ放送始
まる。 

２８．７．２７ 
朝鮮戦争休戦
協定成立 

昭和時代 

（２８．１１．１５ 施行） 

２８．１１．６     一定条件のエアゾール  
             が法の適用を除外される。 

（＊１） 

6

１１．７．２０ 圧縮瓦斯及液化瓦斯取締法 
         施行令全面改正公布 
         （内務省令第２３号） 
１１．８．１  同上改正施行令施行                      

昭和時代 

 
１８．１１．１ 
商工省工
業部門 
→軍需省
となる。                     
 

   
  ２０．８．２６ 

軍需省解体  
  

 
内務省解体  

法所管 警察行政機
関にそのまま引継が

れる。 

２２．１２．３１ 

 
法所管 商工省
（化学局）へ移管 

２３．３．７ 

１１．１０．１５ 
 高圧瓦斯協

会発足 
（１９．１．２０ 
社団法人化） 

４．８．１９ 
霞ヶ浦 

航空場に ドイ
ツ飛行船初飛
来（燃料はプ
ロパンガス） 

日本で燃料 
補給のため米国
からプロパンガス 
 を輸入 
→我が国にプロ
パンガス初 
  登場 

１６．１２．８ 第二次世界大戦起こる。 

３．２．２０
我が国最
初の普通
選挙実施 

２０．８．１５ 第二次世界大戦終結 
２１．１１．３ 日本国憲法公布（２２．５．３施行） 

１０ 横浜市営瓦斯製造所において、 
  製油所からタンクにプロパン、ブタ 
  ンガスを受入れ、家庭に供給 

１５ 頃 国内油田（秋田、新潟地区）からプロ 
  パンガス、ブタンガスが産出され、これが容器に 
  充塡されて、主として自動車用燃料として供給 

１６ 頃 製油所でＬＰガスを分離し、軍用に供された。 

１１．７．２０ プロパンガスを充塡すべき 
  容器の耐圧試験圧力及び容積の規定が 
  なされる。（ブタンガス及びブタジエンガスに 
  ついては１９．７．２８に同様に規定）     

（＊１） 

（＊１） 

（＊１） 

（＊１） 

 ７．９．１２ 東京芝区白金台町路上でアンモニア容器破裂、ガス噴出事故発生 
  （死者２名）    通学児が犠牲になったこと、後に法制定を発議する内務省の高官 
    （後に本人は内務次官→文部大臣→東京市長）の自宅付近の事故であったこと等 
     により、高圧ガス規制 に係る法制定のきっかけとなった事故の一つと伝えられる。 

 ９．５．１２  ガス製造上の不注意等で酸素ガス容器破裂事故発生（大阪。死者２名）  
 ９．５．２１  水素混入等により、酸素ガス容器破裂事故発生（東京府下。死者２名） 
 ９．５．２４  容器強度不十分でアンモニア容器破裂事故発生（山口県。死者２名） 
１０．３．３０  船舶上の酸素容器に可燃性ガスが混入していて 
         爆発事故発生（広島県。死者２名）                                   
 

 
商工省誕生（農商務省

から分離・独立） 

法所管＝内務省 
      警保局 

１１．４．１１ 圧縮瓦斯及液化瓦斯取締法 
          公布（法律第３１号）       
１２．４．１２ 同法施行令公布（内務省令 
          第１２号） 
１２．６．１  同法施行 

１４．４．１ 

  １２．９．１ 
関東大震災発生
（死者・不明者 
 １０万５千人余） 

 １４．３．２２ 
ラジオ放送始まる。  
 （東京放送局） 

１２．４．１０ 瓦斯事業法公布 

 9.10.1 
第１回国勢
調査実施 

 10.4.11メー 
 トル法公布 

大正時代 

4

5
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３６．１２．１   地方通産局が取締行政（大臣権限）を分掌   

３４．１１．２０  通産省 製造時欠陥による容器の使用制限について通達   

          室蘭市で製造時欠陥による酸素容器破裂事故 
          発生 （死者１名）（死者２名） 

３５．７．４ 
欠陥容器処理機
関「高圧ガス容器
対策協議会」発足 
（３９処理事業終了） 

３６．１２ 
ＬＰガス
直接輸
入始ま
る。 
→低温

平底貯
槽増加 

排気筒設置、
換気注意の

指導 

３６．１．２８  乙化免状→「通常」と「基礎的（いわゆる 
            プロパン専科）」に分割制定（省令改正） 

３７．１２．２７  ＬＰガス着臭義務化される。            

３７．９．１３   富士山麓の山荘（屋内）
でＬＰガス排ガスによる中毒・焼死事故発
生（死者１０名） （換気・圧力調整器不適切他） 

３４．９．２６  
伊勢湾台風襲
来（死者不明者
５０００人余） 

３７．４．３０（（社）高
圧ガス協会が法改
正要望書を通産省
に提出） 
自主保安推進機関
の設立気運高まる。 

４２．１２．２８
液化石油ガ
ス法制定へ 

３８．１２．２０高圧ガ
ス保安協会設立へ  （３１．９～「においの有無の表示規制」のみあった。） 

３４．１．１９   
  １０．２２ 

（軍放出容器、戦時中及び終戦直後に製造された容器の破裂事故続発対応） 

昭和時代 

 （同日施行） 

（省令改正・同日施行） 

３８．７．１９法改正へ 

３７．４．２１  高圧ガス取締法施行規則改正により、 
        「液化石油ガス」が定義付けられた。 
  （液化プロパン、液化プロピレン、液化ブタン、液化ブチ 
   レン及び液化ブタジエンのうち２以上を混合したもの） 

（空気中の混入比率が１／２００で感知できるようなにおいをつけること。）  

（＊１） 

（＊２） 

（＊２） 

 ２９． 
この頃高張力
鋼球形貯槽出

現・増加 

 
２９．１０．１５  通産省 液化酸素の取扱い 
           について通達 

３１．１２．１２ 四日市市で材料欠陥による酸素容器 
         破裂事故発生（死者１名） 

２９．９．２６ 洞爺
丸沈没（台風禍。
死者１１５５人） 

 ２９．６ 
第一回「高圧ガス危害予防週間」（現「高
圧ガス保安活動促進週間」）実施される。 

３７．１２．２７ 
着臭義務化へ 
 

２９．７．１ 
自衛隊発足 

昭和時代 

（３１．９．３０施行） 

３０．４．１６   神戸市で液化酸素流出し、設備 
          助燃事故発生  （死者３名）  

３１．４．１    高圧ガス取締法一部改正 
          （液化酸素消費規制・酸素、プロパン 
          等販売に取扱主任者選任制） 

 ３３．２ 
日本初の石油化学コンビ
ナート完成（山口県岩国） 

３０  
この頃一般
家庭でＬＰ
ガス爆発事

故続く 

３２．８．２７ 
東海村・原子炉第１
号臨界点に達す。 

（＊２） 

（＊２） 

7

8

３８．７．１９ 高圧ガス取締法一部改正 
 
 
 
 
 
 （３９．１．１８他施行。ただし、協会関係規定等は 
      公布の日（３８．７．１９）から施行） 

３８．８．１０   ＬＰガス充塡所の保安距離 
          →代替措置に応じて定めら 
            れる。 （省令改正・同日施行）           

３８．１２．２０ 
高圧ガス保安協会設立 
（技術基準の作成、各種講 
 習、容器検査の一部、冷 
 凍設備保安検査等実施） 

(社)高圧ガス協会 

（解散・承継）  
３８．１０．１    

３７．５ 
距 離 制 限 調 査 実 験 
実 施（於、甲府市郊外） 
（日本ＬＰガスプラント協会） 

３８．１１．９ 
福岡県 三井
三池炭鉱爆発

事故 
（死者458名、 
一酸化炭素中
毒患者839名） 

社団法人時代の会員制引
継ぎ、政府出資なし等異例
の特殊法人として誕生 

昭和時代 

以後タクシー積載
の燃料用ＬＰガス
容器からのガス漏
えいに起因する爆
発炎上事故なし。 

道路運送車両
の保安基準
（運輸省令）に
より、ＬＰガス自
動車用容器固
定方式定めら
れる。 

３８．１．２９ 
   ６．２９   

通産省及び運輸省 ＬＰガス 
を燃料とする乗用旅客自動          
車の保安対策について通達 

３７～３８． 
ＬＰガス自動
車（タクシー）
爆発事故続く 

３７． 
アセチレンガ
ス充塡用固
形マス出現 

高圧ガス保安協会関係規定新設、ＬＰ
ガス販売業者規制強化、販売ガスの変
更許可制、定期自主検査制、完成前検
査制を新設、「乙化免状・プロパン専
科」は「丙化」となる。 （＊２） （＊３） 

３８．１２．２６ 
省令改正（新設） 
販売施設の基準、販
売方法の基準、家庭
用消費設備の基準等 
（３９．１．１８ 施行） 
 （＊３） 

9
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 ４１．１１．８   
 規則関係基準 
（省令補完基準） 
 制度誕生 

容器保安規則関係基準制定 

冷凍保安規則関係基準制定 

液化石油ガス保安規則関係基準制定 

一般高圧ガス保安規則関係基準制定 

４２．４．２２  移動規制拡大。車両に積載した容器に 
          対しても車両に固定した容器と同様の規制が加えられる。（液石則） 
           

 （後に例示基 
  準となる） 

 ４２．１２．２８   
液化石油ガスの保安の確保及び取引
の適正化に関する法律（法律第１４９
号）公布       （４３．３．１施行） 

 高圧ガス取締法 
家庭、業務用燃料である液
化石油ガスの販売規制を
分離。液化石油ガス器具
等の検定制度を創設 

家庭燃料用等圧
縮天然ガス販売
規制は存続 

昭和時代 

 （同日施行） 

    ４２．１１ 
 自動車保有台数 
 １０００万台を突破 

４２事故件数  
１６７ 

４１事故件数  
１２５ 

４０事故件数  
５２ 

「事故件数」はＬＰガスの一般消費者等に係る事故件数を表す。以下同じ。 

（＊４） 

12

   ４０．１０．２６ 
西宮市でＬＰガスタンク 
ローリ転覆爆発事故発生 
（死者５名、負傷者２６名、

全焼２１棟） 
４０．１２．１４  移動規制に地方通産局への移動 
           届出制誕生 （省令改正・４１．１．１施行） 
４１． ２． １  ＬＰガス自動車用ＬＰガスに課税 
           （石油ガス税）される。 

４１．５．２５   
 「高圧ガス取締法
施行規則」全面改正 
（業種業態に分割） 
（いずれも  
 ４１．１０．１施行） 

容器保安規則（省令第５０号） 

冷凍保安規則（省令第５１号） 

液化石油ガス保安規則（省令第５２号） 

一般高圧ガス保安規則（省令第５３号） 

高圧ガス作業主任者試験および高圧ガス販売
主任者試験規則（省令第５４号） 

高圧ガス保安協会規則（省令第５５号） 

４１．国内で旅客
機墜落事故
続く（３件で死
者３１５人） 

移動規制に移動監視者乗務制誕生 
      （省令改正・４１．１０．１施行） 

４０． ９． ９  

昭和時代 

 ４１．３．３１ 
 日本の総人口  
 １億人突破  

４２．４．２２移動規制拡大へ 

３９．６．１６ 
新潟地震発生  
石油タンク１４
日間炎上 

    ３９．９．１４    
大阪府茨木市のＬＰガス充
塡所で爆発事故発生 
（死者３名、負傷者６１名） 

３９．９．１４   富山市で塩素消費過程において塩素 
          噴出事故発生（住民等５３３人中毒症状等） 

３９．１０．１   

東海道新幹線 
開業 

３９．１０．１０   
東京オリンピック開催 

３９．１１．１３   ＬＰガス貯槽に散水装置の設置を義務付け。その 
  他安全弁元弁の常時開、貯槽には液化ガス９０％以下に充塡す 
  べきこと等の保安対策を省令化    （省令改正・３９．１１．２０施行） 
４０．９．９ 緊急遮断装置の義務付け、火気取扱施設との距離、販
売の方法等省令で規制強化   （省令改正・４０．１０．１施行）   

３９ この頃ＬＰガ
ス容器管理の
乱れ目立つ 

 （容器と容器証明書 
 が照合できない事例 
  が多数発生） 

５０．５．２３ 特定容器 （内容積１２０Ｌ未満のＬ
Ｐガス容器）の証明書廃止へ 
（法改正・５１．２．２２施行） 

４０．５．１法改正（４０．９．９省令で基準制定） 
特定高圧ガス消費者に液化塩素、液化アンモニア、 

液化石油ガス、圧縮水素及び圧縮天然ガス消 
費者を追加。従来から規制されている液化酸素は、 
新たに規制される他のガスに合わせ貯蔵量を引上げ 

                        （４０．１０．１施行）    

昭和時代 

４１．５．３０  
ＬＰガス容器管理 
正常化事業始まる 

第２部 

（＊３） 

10

11



60 高圧ガス

1178

４４．この頃ＬＮＧ
輸入始まる 

４４．５．２６ 
東名高速道
路全面開通 

４４．７．２０ アメ
リカ 人類初の
月面着陸成功 

４３事故件数  
１１２ 

４３．１０．２１ 液化石油ガス法施行に伴い、販売事業者の消費者に対する消費設備 
      調査及び緊急措置対応のための駐車問題について通達（通産省保安課長）  

４４．１１．２５  耐圧
試験中に多層円筒容
器鏡板離脱事故発生
（呉市ー死者２名） 

４５．通産省は通達で 
「耐圧試験、気密試験の
観測等は障害物の陰で」 
と注意喚起。５０．耐圧試
験、５６．気密試験につ
いて規則関係基準にこ
の旨の規定を追加 

高圧法、液
石法とも、
現例示基準
へ引継がれ
ている。 

４４事故件数  
１７０ 

４４．４．１５ 地婦連、通産省、ＬＰガス業界の三者懇談会が開催され、ガスメーター 
        の設置促進など協議 

４４．６．２４ ＬＰガス災害事故の絶滅を期するよう関係事業者に通達（通産省） 

昭和時代 

４４  液化石油ガス事故防止安全委員会（現ＬＰガス安全委員会）発足（ＬＰガス関係  
   団体が所要経費を拠出）。全国的に大規模な消費者保安運動展開。４８年度から 
   毎年度事業を継続実施（４８．６．２５ 通産省通達参照） （＊６） 

（＊６） 

（＊７） 

４３．４．２（徳山）及び４３．４．９（千

葉）高張力鋼球形貯槽（ＬＰガス
用）の耐圧試験時破壊事故続発 

４４．１１ ＫＨＫ 
「高圧ガスの球
形貯槽に関す
る基準」制定 

高圧ガス製造設備のメーカー規制の重要性を認識した事故の
ひとつ → 法改正（５０．５．２３） 特定設備検査制度発足へ 

４３．４．１８ 
日本初の
超高層ビ
ル「霞ヶ関
ビル」完成 

昭和時代 

 ４３．２．７   
 液化石油ガスの保安の確保及び
取引の適正化に関する法律施行令
（政令第１４号）及び同法施行規則
（通商産業省令第１４号）公布     

 液化石油ガス法 
   時代幕開け！ 

４３．３．１ 液化石油ガス法施行  

４３．３．５ 液化石油ガス法施行に伴い、消防庁次長通達発せられる。 
    （意見書添付、通報、基準についての消防長等の意見等の指導・運用）  
４３．６．１５ 賠償責任保険事務処理要領通達（通産省）  

４３．２．１２ 液化石油ガス法政省令関係基本通達制定  

４３．７．１２ 全国ＬＰガス協議会（後に（社）日本ＬＰガス連合会。現（一社）全国ＬＰ 
     ガス協会）創立 
４３．９．９ 全国簡易ガス事業協議会（現（一社）日本コミュニティーガス協会）創立 

４３．８．２０ 液化石油ガス法施行規則関係基準制定 

（＊４） 

13

14

４５．４．８  
 大阪市商店街道
路上で地下鉄工事
に伴う都市ガス導
管破損により大爆

発事故発生 
（死者７９名、重軽傷

者４２０名） 

４５．４．１３   ガス事業法改正により、簡易ガス事 
          業誕生。これにより液化石油ガスの保 
          安の確保及び取引の適正化に関する 
          法律の導管供給事業は６９地点以下 
          が対象となる。    （４５．１０．１２施行） 

４６  この頃
関東大地震発
生説広まる。 

４５．３～９ 
日本万国博
覧会開催
（大阪市） 

昭和時代 

４６．９．１ 高圧ガス移動中緊急時応援体制に
ついて省令改正 
   （一般則、液石則）（４７．３．１施行） 
４６．１２ ＬＰガスタンクローリ事故防止委員会活
動発足（第１回） 

 ４５．１２．１４  釜石市でＬＰガス
タンクローリが川原に転落し、３６
時間ガス炎上  （死者２名）    

４５事故件数  
２１７ 

４５．６．３０   ＬＰガス・メーター設置（リース制度を含む。）に 
        係る販売方法の変更について通達（通産省鉱山石炭 
        局石油業務課長） 
          

４８．２．１ 
メーター販売法制化へ 

（＊５） 

（＊５） 

（＊５） 

（＊５） 

（＊６） 

（＊６） 

15
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５０．５．２３   高圧ガス取締法一部改正（特定設備検査・容器附属品検査 
          制度が始まり、容器証明書は特定容器（内容積１２０Ｌ未満のＬＰ 
          ガス容器）について廃止される。 作業主任者制度を改め、事業 
          所の規模に応じた保安管理体制を導入。危害予防規程に高圧ガ 
          ス保安協会意見書添付、保安教育計画の強化、第二種製造者 
          の製造届出を事前とする等）  （主要事項は５１．２．２２施行） 

法所管＝通産省 
・自治省 

石油コンビナート等災害防止法（法律第８４号）公布 
（５１．６．１施行） 

５０．１２．１７   

コンビナート等保安規則（省令第３８号）公布 
（５０．８．１施行） 

（６１．１２．１３省令第８８号で全部改正 
６２．１．１施行） 

５０． ４．２５ 

コンビナート等保安規則関係基準制定 ５０．１１．１５ 

昭和時代 
公布時（５０年）の
規則は一般則、液
石則の上乗せ規
制部分のみ。全部
改正（６１年）で一
般則等の内容を
取り込み、独立適
用規則となった。  

５０事故件数  
４９７ 

18

４９．１２．１８ 
製油所重油タンク
破損、大量の重油
が瀬戸内海に流出

（岡山県） 

５０．１２．１７ 石油コンビ
ナート等災害防止法制定へ 

 ５０．４～  （５０．５. ２３ 高圧ガス取締法 
          改正関連） 
高圧ガス保安協会に政府出資。国庫補助金交付。
基準部、液化石油ガス消費者保安センター、液化
石油ガス研究所等新設 

４９事故件数  
５４０ 

４９．８．２８   ５０ｋｇＬＰガス溶接容器製造時欠陥（二部 
             制深絞り）により初の破裂事故発生（青森県） 

４９～５０ ４件連続発生→５０．１２事

故調査委員会、深絞りの技術的問題
点を指摘→以後同種容器製造されず。 

昭和時代 

ＬＰガスに関する各種基準の作成、消費者保
安に関する啓発のためのＰＲ活動の全国展開、
ＬＰガスの安全器具の開発、保安技術に関す
る基礎研究等の実施 

（＊７） （＊１７） 

（＊１７） 

４８  コンビ
ナート爆発事

故続発 

４８  この頃
東海大地震発
生の可能性論
議され始める。 

４８．２．８   通産大臣 高圧ガス及び火薬類保 
         安審議会に「今後の高圧ガス保安 
         体制のあり方」について諮問、審議開始    

４９．７．３０ 同審議会答申なされる。→ ５０．５．２３高圧ガス取締法改正へ 

４７．５．１５ 
沖縄県が日
本に復帰 

４９．５．９ 
伊豆半島沖
地震発生
（Ｍ６．９） 

４８．１０ 
第１次石油
ショック 

５０．４．２５  
コンビ則制定へ 

昭和時代 

４７．１２．６  液石法施行規則改正・公布。 原則としてＬＰガスを体積販売（メーター 
        販売）することを義務化（４８．２．１施行） 

４６事故件数  
２１７ 

４７事故件数  
２９９ 

４８事故件数  
３６８ 

４８．３．１２ 山小屋等に対する液化 
        石油ガスの販売につい 
        て通達（通産省） 
４８．６．２５ 液化石油ガス事故防止安 
       全委員会設立と事故防止活 
        動の推進に関して通達 
        （通産省）  

（＊６） 

（＊６） （＊７） 

（＊１２） 
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昭和時代 

５３．４．２８ 液化石油ガス設備の保安総点検事業の実施について通達（通産省）。 
     総点検は気密試験圧力の強化等に伴い、既存設備の供給管及び配管につ 
    いて水柱５５０ミリメートル以上の圧力による気密試験を、上記省令改正施行日 
    から３年間（設備改善期間を含む。）で実施    

５３．７．３ 液石法改正（周知の義務化、認定調査機関及び液化石油ガス設備士 
    制度の創設、特定供給設備の定義及び許可制の導入、液化石油ガス器具等 
    の範囲拡大等） （液化石油ガス設備士、設備工事関係規定は ５６．８．１、 
    その他規定は ５４．４．１施行） 

５３事故件数  
５７０ 

５３．４．２８ 屋外用低圧ゴムホース（配管との接続部分を含め１００ｋｇ以上の引張 
    り試験に耐えうるもの）の設置促進について通達（通産省） 

５４．５．１０ 特定ガス消費機器の設置工事の監督に 
     関する法律公布 （一部を除き５４．１１．１施行） 

５４．１１．２９ 認定調査機関の認定基準等について通達（通産省） 

５３．４．１８ 液化石油ガス法施行規則改正（供給管及び配管の気密試験圧力を水柱 
      ４２０ミリメートル以上から水柱８４０ミリメートル以上に強化し、２年ごとの漏え 
      い試験を義務付け等）    （５３．７．１施行） 

５４．３．２８ 
アメリカ スリーマ
イル島原発事故

発生 

（＊８） 

（＊８） 

（＊９） 

５１．１０．２８ 「液化石油ガス消費者保安デー」の実施について通達 
         ＬＰガス消費者は１８００万世帯となり、事故防止のための運動として 
         毎月１０日を「液化石油ガス消費者保安デー」とし、同年１１月から実施 
         することとされた。 
５１事故件数  

５８１ 

昭和時代 
５１．７．９ 道路際に業務用として設置したＬＰガス容器に乗用車が衝突してガスが噴出 
       し大きな火災が発生したことに関し、一般消費家庭等におけるＬＰガス容器の 
       設置について通達（通産省）  

５１．８．２８ 北海道において調整器の凍結現象(→結果として立ち消え)が多発したこ 
        とに関し、液化石油ガスにおける保安確保上の防止策の確立が急がれる 
        事態となり、調整器の凍結現象に対する応急措置について通達（通産省）  

５２．３．３  都道府県警察本部と各都道府県との間の事故発生時の通報に関 
       する申し合わせについて通達（通産省） 

５２．６．１ 通産省立地公害局保安課に「液化石油ガス保安対策室」設置 
５２．８．３０  高圧ガス及び火薬類保安審議会が「液化石油ガス消費者保安体制 
       のあり方」について答申（諮問は昭和５１年） 

５２事故件数  
６３８ 

第３部 

（＊８） 

（＊８） 

５１．９．２０ 日本ＬＰガス団体統合協議会 
「ＬＰガスバルク供給設備及び取扱要領」  
         （暫定案）発行 （＊１２） 

（＊１２） 

（＊１７） 

19

20

１０００分の１で感知 
できることと強化 

５５．６．９ 液化石油ガス設備士養成施設の指定基準通達 
                                （通産省）    

５５．８．１６ 
静岡駅前ビル地
下街でガス爆発
事故発生（ＬＰガ
ス以外のガス）
（死者１５名、負
傷者２２３名） 

５６．２．１７   一般高圧ガス、液化石油ガス保安規則 
           改正によりＬＰガス着臭濃度強化 
    （３７．１２．２７の当初規制は空気中の混入 
     比率２００分の１で感知できる 
     ことと義務付けていた） 

昭和時代 

（５６．７．１施行）  

５６．２．１８    液石法施行規則改正（地下室等の保安基準の制定、共同住宅、業 
            務用施設等に対し、ガス漏れ警報器設置義務付け等）    

５５事故件数  
７６１ 

５６．２．２ 液化石油ガス漏れ時等における緊急出動体制の 
       確立について通達（通産省）  

５４事故件数  
７９３ 

平成９．４．１ 法改正によ
りバルク供給方式法制化 
 

  平成６～８ 
全国４地域におけるバル
ク供給実証試験 

  平成６．３．７ 
試作バルクローリの衝突
実験（つくば市） 

事故件数が 
これまでの
最多を記録 

      ５３．１１．１６ 
ＬＰガスバルク供給方式安全性確認実験（公

開）実施 （埼玉県内） 
  （ＫＨＫ、ＬＰガス関係団体共催） 

（＊１０） 

（＊１０） 

（＊１０）    

（＊１０） 

（＊１２） 

６０．３  ＬＰガスバルク供給基準作成 
            （高圧ガス保安協会） （＊１２） 

（＊１３） 
（＊１３） 

（＊１７） 
（＊１７） 

（５６．７．１施行）  

21
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５８．５．２６ 日本海中部地震発生
（Ｍ７．７） 

５８．３   臨時行政調査会最終答申 
           （特殊法人の民営化等）  

５８．１１．２２  静岡県掛川市 レクリエーション施設 
         レストランにおけるＬＰガス爆発事故 
      （つま恋事故）（死者１４名、負傷者２７名） 
     ＬＰガス消費者事故として歴史上最大の死者数 
 

昭和時代 

５８．２．２８ 液化石油ガス漏れ時等において緊急出動の業務に従事した防災要員が 
       負った災害に対する労働者災害補償保険法の適用について通達（通産省） 

５８．１１．２６ 液化石油ガス保安対策 
         について通達（通産省） 

５８事故件数  
５５９ 

 
 

５８．１１．２２ 劣化高圧ホースの
取替促進運動について 
日本ＬＰガス連合会主催 

（５８．１２．１～５９．６．３０） 
 
 

６１．１０．１  
高圧ガス保安協会

民間法人化 

５９．４．２５ ガス漏れ警報器設置促進対策について通達（通産省） 
   
設置義務施設は５９．６．３０設置猶予の期限切れとなるため、その
対応策を示したもの 

５９．４．１６ 通産省立地公害局 つま恋
ＬＰガス事故対策委員会が「つま恋ＬＰガ
ス事故対策委員会報告」を発表 

（＊１１） 

（＊１１） 

24

５７．５ 臨時行政調査会の審議に合わ
せて経団連が意見書提出「保安行
政の合理化に関する意見」 

５７．６．２３  
東北新幹線開業 

５７．１１．１５  
上越新幹線開業 

昭和時代 

５７．１０．１ 液石法施行規則関係基準改正（材料及び使用制限、 
        腐食・損傷を防止する措置等の強化ーＫＨＫはポリエチ 
        レン管接続に係る講習会を開始）  

５７．１０．１ 既存の液化石油ガス設備に係る保安の徹底について通達（通産省）  

５７．６．２５ 液化石油ガス用ガス漏れ警報器の設置促進について通達（通産省）  
        「液化石油ガス漏れ警報器の普及促進要領」（昭和５２年６月通商産 
       業省立地公害局）において指導依頼、５６．２月の液石法施行規則改 
       正による共同住宅、学校、病院等施設にガス漏れ警報器の設置を義 
       務付けたが、普及促進は困難と予測、新たな設置促進要領を作成し 
       通達したもの。 

５７事故件数  
５７０ 

（＊１１） 

昭和時代 

５７．１ 神奈川県川崎市の小学校床下に大量のＬＰガスが埋設管から漏えいし滞留。 
    安全が確認されるまで休校措置がとられる。社会問題となる。  

５７．２．４ 埋設管に係る液化石油ガス設備の緊急一斉点検の 
      実施について通達 
     （点検対象 学校関係、病院関係、集団供給に係る施設） 

５７．３．３１ 緊急一斉点検後の安全措置及びガス漏れ 
       実態調査について通達（通産省）  

５７．４．３０ 学校等のＬＰガス設備に係る埋設管緊急一斉 
       点検について（実施結果公表）  

５６．１０．２６  液石法施行規則・一般高圧ガス・液化石油ガス保安規則、特定 
          設備検査規則等の改正により、塔槽類（支持構造物及び基礎 
          を含む。）に耐震設計が義務づけられる。（５７．４．１施行） 
５６．１０．２６   高圧ガス設備等耐震設計基準（通産省告示第５１５号）公布 
              （改正規則の施行に合わせ ５７．４．１施行） 

５６事故件数  
７１４ 

（＊１１） 

（＊１１） 

22

23
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   ６１．１０．１ （６１．５．２０高圧ガス取締法改正） 
高圧ガス保安協会民間法人化、国へ出資金返還、補助事業から委託事業へ、
制度的独占排除、役員選任自主化等 

国家試験を委譲されるのに伴い、高圧ガス保安協会は 
６２．４．１北海道、東北、四国にそれぞれ支部を設置 

６１．４．２６ ソ連 チェルノブイリ原
子力発電所爆発事故発生 

６１．１２．４ 液石法施行規則改正（移動式燃焼器の末端ガス栓に過流出安全 
       機構付ガス栓の使用義務付け。料理飲食店のみの規制を改め、全 
       ての移動式燃焼器の規制に拡大したもの） （６２．１．４施行） 

昭和時代 

６１ 事故件数  
５１５ 

６１．１１．１５ 伊豆大島三原山
噴火（２０９年ぶり） 

６１．５．１７ 
ＬＰガス充塡所爆発事
故発生（四日市市）  

６２．６．２２  
高圧ガス取締法液化石油
ガス保安規則関係基準
「廃棄の基準」改正 

（＊１１） 

  ６０. ９  ＫＨＫに、ＬＰガス保安 トレーニングセンター
（研修所）を設置し、保安指導委員養成開始（委託事業） 
（設備改善対策は別途液石法で） 

ＬＰガス販売
事業者への
保安指導 

５９．７．２５ 業務用ＬＰガス消費者保安促
進事業の実施について通達（通産省）   

昭和時代 ５８．１１．２２
つま恋事故 

５９．７．３ 液石法施行規則改正（料理飲食店に対し、移動式燃焼器の末端ガス 
      栓に過流出安全機構付きガス栓の使用義務付け、末端ガス栓と燃焼 
      器との接続方法強化）      （５９．９．１施行） 

５９ 事故件数  
５４５ 

６０．７「ＬＰガス消費者保安対策研究会」報告 
６０．１０ 毎年１０月を「ＬＰガス消費者保安月間」と定める。 

６０ 事故件数  
４９６ 

６１．５．２６ 「ＬＰガス安全器具普及懇談会」報告が出され、具体的な安全器具の普 
   及施策とそれに伴うＬＰガス事故の減少化に関する目標期限（今後５年間で 
   １／５、１０年間で１／１０）を定めた提言ーそれを受けて官民一体となり、その目 
   標達成のための普及啓発活動開始 

６０．８．１２日航ジャンボ
機墜落事故（死者520名） 

 ６０．３～９ 茨城県・筑波研究 
   学園都市で科学万博開催 

（＊７） 

（＊７） 

（＊１１） 

（＊１６） 

（＊１７） 

５９ 液化石油ガス研究所 
   ヒューズコック、安全アダプター 
   の技術基準作成 

25

26

６２．９．７ 液化石油ガス用マイコン型流量検知式自動ガス遮断装置（Ⅱ型）等の安 
     全器具の普及について通達（液化石油ガス保安対策室長） 
      ＫＨＫ研究所においてメーター各社の協力により開発されたマイコンメータⅡ 
     の普及を支援するための指導通達  

６２ 事故件数  
４０１ 

６２．４．１ 
国鉄分割民営化 

昭和時代 

６３．３．１３ 
 ＪＲ青函海底ト
ンネル開通 

６３．３ ＫＨＫの子会社「ＫＨＫ
サービス（現ＳＭＳ）（株）」発足 

６３．４．１０ 
瀬戸大橋開通 

６３．２．１６、６３．８．６ 
札幌市で居室の換気扇等の使用により浴室内の気
圧が外気の気圧より低くなり、浴室内に設置されたＣ
Ｆ式風呂釜の排気が逆流止めから浴室内に逆流し、
風呂釜の不完全燃焼を引き起こしたことにより、ＣＯ
中毒事故発生。共に死者１名（都市ガス事業） 

６３．４．９ 鹿児島市の共同住宅
で排気筒に取り付けられた防火ダ
ンパーに起因するＣＯ中毒事故が

発生。死者２名 

６３．７．８ ガス器具に接続される排気筒への防火ダンパー設置に起因する一酸化炭 
     素中毒事故防止対策について通達（通産省） 

  昭和６３～平成５．９   安全器具普及運動展開 
（マイコンメータ、ヒューズガス栓、ガス漏れ警報器のいわゆる３点セット） 
 

（＊７） 

（＊７） 

（＊９） 

（＊９） 

（＊１６） 

（＊１７） 

（＊１７） 

27
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５．７．１２ 
北海道南西沖地
震（奥尻島）、津波

被害発生 

平成時代 

３ 事故件数  
１９４ 

４ 事故件数  
１４６ 

５．５．６ 山梨県忍野村リゾート
マンションで密閉燃焼式給湯器
によるＣＯ中毒事故発生。（簡易
ガス事業） 死者７名 

５．７．１３ 山形県米沢市の雑
居ビルで埋設管の腐食による爆
発事故が発生。死者１名、重傷
者１名 

５．９ 安全器具１００％普及目標達成期限。 
   （３年早めたもの）⇒ ９５．２％達成 

５．１２．２０ 液化石油ガス販売事業者等に対する保安対策の徹底及び指導の 
       在り方について通達  （液化石油ガス室長） 

５．１２．２２ 特監法施行令改正（特定ガス消費機器の追加（密閉燃焼式ふろがま等）） 
                   （７．１．１施行） 

３．１２ ソ連邦
崩壊→独立国
家共同体へ  

（＊９） 

（＊９） 

30

元．９．２０ ＣＦ式ふろがまの排ガスによる一酸化炭素中毒事故の防止について 
       通達（通産省） 
       ６３．２の札幌市の事故に関連して、給気口は閉塞しないこと、ＣＯ警 
       報器を設置するか、ＣＦ式ふろがま以外のものに取り替えることが望 
       ましいこと等の指導を追加指示。  

元 事故件数  
３０６ 

３．６．３ 雲仙普賢
岳火砕流被害発生 

２．１０．３ 東
西ドイツ統一 

元．４．１ 
消費税課税施行 

３．１２．２４  高圧ガス取締法一部改正 
     ５０．５．２３の法改正により、内容積１２０Ｌ未満のＬＰガス容器である「特

定容器」についてのみ容器証明書が廃止されていたが、その他の全ての容
器証明書が完全廃止された。その他指定保安検査機関制度導入、高圧ガ
ス輸入規制の緩和、特殊高圧ガスの新規規制等  （４．５．１５施行） 

２．５ 「９０年代の液化石油ガス消費者保安政策の在り方分科会」報告 

２ 事故件数  
２６２ 

平成時代 

２．８．９ 新たに浴室用不完全燃焼防止機能付ＣＦ式ふろがまが開発されたことに 
     伴い、現場の状況等からみて、やむを得ず既存のＣＦ式ふろがまを、他の 
     型式のものでなく、浴室用不完全燃焼防止機能付ＣＦ式ふろがま（取替え 
     型）に取り替える場合も、上記対策の一つとして認めることとされた。 

昭和時代  ６２．７．１４  
茨城県那珂郡の高校にお
いて埋設管の腐食による
爆発事故が発生。重傷者
４名。軽傷者５名 

６３．７．２７ 液化石油ガスの埋設管に係る保安の徹底について通達（通産省） 
    （６３．１１．２５ 下記規則関係基準の改正を受けて、本通達中の「漏えい試験の 
     方法」を新基準により拡大してもよい旨再度通達） 

６３．１１．２１ 液化石油ガス法施行規則関係基準の一部改正（漏えい試験に用いる装置 
      として従前は規定されていなかったが、①流量検知式漏えい検知装置、②圧力 
      検知式漏えい検知装置及び③吸引式漏えい検知装置の３種類の漏えい検知装 
      置を用いることが認められ、それぞれの検知方法が定められた。） 

６３ 事故件数  
３９０ 

      元．６．１３  
埼玉県春日部市の小学校において埋設管からのガス
漏れが発見され、改善措置が講じられた後、ガスの供
給に使用している配管から以前に漏れたと思われるガ
スが地下ピットに滞留していたことに起因する爆発事
故が発生。死者１名。重傷者１名 

元．８．２５ 埋設管に係る液化石油ガス設備の点検状況について通達（通産省）  
       地下ピットの有無等についての確認も指示 

平成時代 
６２．６．１１ 白河市のゴルフ場クラブハウス
において埋設管の腐食による爆発事故発生。

死者１名。重傷者３名。軽傷者１７名 

６２．通産省→ＫＨＫに埋設管事故対策調査依頼 ６３．３ ＫＨＫ「ＬＰガス埋設管事故防止
対策検討委員会報告」を通産省に提出 

（＊１７） 
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平成時代 
５ 事故件数  

１１２ 

６．１０．２６ 液化石油ガス法施行規則改正（排気筒の技術上の基準強化等） 
６．１０．２６ 告示制定（使用実績を有する排気筒又は給排気部を再使用する場合の要件）  

５．５．６忍野村リゾートマンション
ＣＯ中毒事故に対する対応策 

６ 事故件数  
８２ 

７．１ 「ＬＰガス保安対策の在り方研究会」中間報告 

８．１ 「高圧ガス及び火薬類保安審議会液化石油ガス部会」報告 
 

７ 事故件数  
８８ 

７．１．１７ 
阪神淡路大震災発生 

  ９．３．２５  
 耐震告示改正 
 （配管の耐震

設計、レベ
ル２追加等） 

 （９.４．１施行）  

高圧ガス取締法 高圧ガス保安法 ８．３．３１改正 
９．４．１施行 

法律名を改称のほ
か各種制度改正等 

 平成７． 安全器具普及率 
  ⇒ ９８．７％ 

平成７年度 ＫＨＫ 東京・白金のＬＰガス保安トレーニン 
  グセンターでの「保安指導委員」養成事業を終了 

平成８年度 ＫＨＫ 東京・五反田に液化石油ガス研修所 
    を開所し「保安専門技術者」養成事業を開始 

（＊７） 

（＊９） 

（＊１３） 

（＊１３） （＊１４） （＊１５） 

（＊１６） 

（＊１６） 

（＊１７） 

31

（以下次号に続く。）
山川雅美（やまかわ まさみ）


